
別表 

    

地域と学校の連携・協働体制構築事業は、次により実施する教育支援活動等とする。 

 

(1) 地域と学校の連携・協働体制の構築等 

① 推進・運営委員会の設置 

ア 市町村は、その所管する学校におけるコミュニティ・スクールや地域学校協

働活動の総合的な在り方や運営方法の検討を行う推進・運営委員会を設置す

る。 

なお、推進・運営委員会は、地域の実情に応じ、これに代わり得る既存の組

織等をもって代替することができる。 

イ 推進・運営委員会では、コミュニティ・スクールの導入・充実に向けた方針

及び地域学校協働活動の実施方針の策定、ボランティア等の地域の協力者の人

材確保方策の検討、研修の企画を含む事業計画や、安全管理方策、広報活動方

策の策定並びに事業の検証・評価等を行う。 

ウ  推進・運営委員の選定に当たっては、コミュニティ・スクールと地域学校協

働活動を一体的に推進する趣旨に鑑み、地域の実情に応じて行政関係者（教育

委員会（学校教育部局及び社会教育部局）、福祉部局及びまちづくり担当部局

等）、学校関係者、ＰＴＡ関係者、社会教育関係者、学識経験者等幅広い分野

の方々の参画を得るよう努めることとする。 

② 研修の実施 

ア 市町村は、その所管する学校における学校運営協議会関係者並びに自らが

配置する地域学校協働活動推進員等及び(2)の①により配置する統括的な地

域学校協働活動推進員等などに対して、コミュニティ・スクールと地域学校

協働活動の現状や推進方策、子供を取り巻く現代的課題に対する対応方策、

福祉団体及び経済団体等多様な関係団体との連携方策、ボランティア等の地

域の協力者の人材確保方策、学習・体験活動等の企画・実施方策、関係者間

の情報共有並びにコミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推

進する上で参考となる先進地視察等、コミュニティ・スクールの導入・充実

及びコミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に資する研修

を実施するよう努めることとする。 

イ 市町村は､自らが実施する地域学校協働活動のために(2)の②～⑤により

配置する協働活動リーダーや協働活動サポーター、特別支援･共生社会サポ

ーター及び学習支援員等に対して、児童生徒等との接し方、安全管理方策及

び関係者間の情報共有等の地域学校協働活動の円滑な実施を図るための研

修を行うよう努めることとする。 

(2) 必要な人員の配置 

市町村は、取組の内容に応じて以下から必要な人員を配置し、以下の①～⑤から

必要な人員を配置し、(3)に示す地域学校協働活動を実施する。 



① 「令和７年度（2025年度）北海道学校・家庭・地域連携協力推進事業実施要綱」

別紙１の２の(2)のうち、各員間の連絡調整や、助言・指導、人材発掘・確保等の

統括的な役割を担う者（以下「統括的な地域学校協働活動推進員等」という。） 

② 地域学校協働活動を中心となって実施する者（以下「協働活動リーダー」とい

う。） 

③ 地域学校協働活動の実施のサポートや児童生徒等の安全を管理する者（以下「協

働活動サポーター」という。） 

④ 特別な配慮を必要とする児童生徒等の活動をサポートする者（以下「特別支援

・共生社会サポーター」という。） 

⑤ 特別な知識や経験等を活用し、協働活動リーダーでは行うことの出来ない学習

支援を実施できる者（以下「学習支援員」という。） 

(3) 地域学校協働活動の実施等 

① 「地域学校協働本部」の整備 

市町村は、事業の実施に当たり、地域学校協働活動が地域住民等の積極的な参

画を得て、学校との連携・協働の下に円滑かつ効果的に実施されるよう、地域学

校協働活動推進員等によるコーディネートの下、地域住民等の参画による多様な

地域学校協働活動を、継続的・安定的に実施するための地域と学校との連携協力

体制として「地域学校協働本部」の整備に努めることとする。 

なお、これまでの経緯やそれぞれの地域の特色を踏まえ、独自の名称を使用す

ることも可能である。 

② 地域学校協働活動の実施・運営 

市町村は、地域学校協働本部等の仕組みの下、多様な地域学校協働活動の安定

的・継続的な実施に努めるとともに、活動の充実を図ることとする。 

なお、本事業において補助の対象とする地域学校協働活動に含まれる取組は、

以下の内容を有するものとするが、いずれの取組を実施する場合においても、幅

広い地域の方々の十分な参画を得た上で、教員の業務負担軽減や放課後児童対策

等の課題解決に資する取組とすること。 

ア 「学校における働き方改革」を踏まえた活動 

学校が抱える課題が複雑化・多様化する中、未来を担う子どもたちの育成を

学校のみに委ねることは不可能であり、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を

果たし、社会総がかりで教育活動を行うことが求められる。このことを踏まえ、

地域と学校の連携・協働のもと「学校における働き方改革」に取り組むことに

より、子どもたちが地域全体に見守られ、安心して健やかに育まれる環境づく

りを推進するために必要な活動を行う。       

なお、活動の実施に当たっては、「学校における働き方改革に関する取組の

徹底について」（平成31年３月18日付け30文科初第1497号文部科学事務次官通

知）及び「『教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策（提

言）』（令和５年８月28日中央教育審議会初等中等教育分科会質の高い教師の

確保特別部会）を踏まえた取組の徹底等について」（令和５年９月８日付け５



文科初第1090号文部科学省初等中等教育局長・総合政策局長通知）、「「「令

和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総

合的な方策について（答申）」（令和６年８月27日中央教育審議会）を踏まえ

た取組の徹底等について」（令和６年９月30日付け文科初第1293号文部科学省

初等中等教育局長・総合教育政策局長、スポーツ庁次長及び文化庁次長通知）

なども参考とすること。 

イ 地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動 

全ての児童生徒等を対象として、地域の人材の協力を得て、主に以下の取

組により地域と学校の連携・協働による学習支援及び体験活動を行う。 

(ｱ) 放課後や週末等において、学校の余裕教室等を活用して全ての児童生徒

等の安全・安心な活動場所を確保し、地域と学校が連携・協働して学習や

様々な体験・交流活動の機会を定期的・継続的に提供する放課後等の支援

活動（以下「放課後子供教室」という。）。 

なお、放課後子供教室を実施する場合においては、特に以下の点に留意

すること。 

ⅰ 地域学校協働活動の一環である放課後子供教室は、児童生徒等の社会

性・自主性・創造性等の豊かな人間性を涵養するとともに、児童生徒等

が学校の教育活動外の時間帯に多くの大人と接することにより、地域の

方々が児童生徒等の多様な側面を把握することができ、これらを学校の

教職員等と共有することなどを通じて学校運営の円滑化にも資するも

のであることから、学校の教育活動と連携・協働した仕組みづくりに務

めること。 

ⅱ 「放課後児童対策パッケージ2025」（令和６年12月）に基づき、放課

後児童対策の一層の強化を図る観点から、放課後児童クラブが存在して

いない地域等の放課後子供教室を除き、「校内交流型」を中心として、

放課後児童クラブと連携して事業を実施するよう努めること。 

ⅲ 対象となる児童生徒等の範囲は、地域の子供全般であり、保護者が就

労等により昼間家庭にいない児童生徒等に限定したり、国公私立の設置

者別に制限を設けたりすることなく、できる限り多くの児童生徒等が参

加できるよう配慮すること。 

ⅳ 「次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針」に基づき、

行動計画等を策定するものとする。 

(ｲ) 児童生徒等に対して地域の人材やＩＣＴの活用等による地域と学校の

連携・協働による学習支援を行う取組（「地域未来塾」をはじめとした学

習支援）。 

ウ その他の地域学校協働活動 

上記ア、イのほか、幅広い地域住民の参画を得て、地域と学校が連携・協働して

行う多様な活動。 


